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議会での質疑（概要） 

【質問】 【答弁】 

大型プロジェクトの事業費総額、市債発行

額は。 

 

事 業 市債発行額 

立命館大学開学支援 
97億円 

（市負担45億円） 

(仮称)ＪＲ総持寺駅

整備 

31億円 

（市負担15億円） 

主要街路整備 
46億円 

（市負担39億円） 

彩都関連事業 
27億円 

（市負担17億円） 

安威川ダム関連 
20億円 

（市負担18億円） 

新名神関連 
７億円 

（市負担４億円） 

東芝跡地関連 
２億円 

（市負担２億円） 

総 額 
230億円 

（市負担140億円） 
 

大型プロジェクトを進めるあまり市民サー

ビスを犠牲にしてきたのではないか。 

安全で安心、健やかな市民生活の確保、時

代に即したサービスの提供、将来のまちの発

展を考えて取り組んでいる。 

今年度予算編成への思いと留意した点は。 安全で安心、健やかな市民生活の維持、向

上に努める。将来の活力あるまちの創出への

道筋をつける決意を持って編成した。 

 なお、留意点としては、国の大型補正予算

等を適切かつ有効に活用し、将来の財政負担

を軽減するため市債発行の抑制に努めた。 

市債残高が増加傾向にあるが、今後10年間

の推移は。 

平成24年度末で570億円を超える見込みで、

平成27年度あたりにピークを迎え、650億円程

度と予想している。 

予算編成の改善、工夫は。 職員はもとより、市民とも情報共有しなが

ら予算編成を進めること。 

 

 

平成25年度予算について 
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平成29年度以降、収支悪化の予測が立てら

れているが、何が要因と考え、厳しいと判断

しているのか。 

尐子高齢化の進展による社会福祉経費の伸

びに加え、臨時財政対策債や学校の耐震化、

まちの活性化につながる主要プロジェクトに

活用予定の市債の償還経費が市税収入等の伸

びを上回ることにより、収支の均衡が図れな

いことが厳しい要因である。 

起債償還のピークはいつごろか。 平成30年前後と予測している。 
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議会での質疑（概要） 

【質問】 【答弁】 

◆平成25年３月定例会 

一刻も早い待機児童解消に向けて、公立保

育所を整備するべきではないか。また、待機

児童解消のため、緊急的にあらゆる方策を講

じる必要がある。こども園化や幼稚園の保育

所への転用、保育ママなどについても考える

必要があるのではないか。 

待機児童解消については、私立保育園の整

備を基本に実施していく。緊急的な対応も必

要だと考えるが、どのような制度が有効か検

討していく。 

 

待機児童家庭や潜在的待機にある家庭に対

し、専門的に相談業務を行う保育コンシェル

ジュの導入の考えはあるか。 

 

待機児童が1,000人を超えるような大都市

では、多様化する保育ニーズに対する手段の

一つとして、保育専門相談員、保育コンシェ

ルジュの導入が効率的、効果的だが、茨木市

では、こども育成部の職員がその役割を担っ

ていると考える。 

待機児童に対する保育に、市はどうやって

責任を持つのか。 

 

一斉入所の審査で、第２希望以降の保育所

を案内する方や待機になる方には、必ず電話

で説明をしている。特に待機になる方には、

丁寧な説明をし、家庭保育や認可外保育施設、

一時保育の案内、３歳児以上は幼稚園の案内

など、できる限りの情報提供に努めている。 

◆平成25年６月定例会 

25年４月１日の待機児童数について。ま

た、昨年との比較や待機児童解消方針での予

測と比べてどうか。 

 

 

各年度４月１日現在の待機児童数 

  ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

H22 0 39 25 12 4 1 81 

H23 21 38 71 28 7 0 165 

H24 12 71 30 38 9 0 160 

H25 4 50 51 15 5 1 126 

待機児童解消方針では25年４月現在の待機児

童数を105人と予測していたので、21人の増。 

公立保育所でできる待機児童削減策はない

のか。乳児に待機児童が多い現状だが、クラ

ス別の定員の見直しは検討できないか。 

待機児童については、恒常的に存在するも

のではないので、緊急的な対応を検討してい

く。公立保育所の定員の見直しは考えていな

い。 

予測よりも待機児童が増えている状況なら

ば、市の既存施設を使って、市が主体で何ら

かの方策を考えなければならないのではない

か。 

待機児童解消方針は25年夏頃に改定してい

きたい。緊急的な対応として、公の施設で活

用していない施設を使い、26年４月に待機児

童ゼロを目指すべく検討する。 

待機児童の解消 
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◆平成25年９月定例会 

待機児童保育室の施設基準、保育内容など

はどうなるのか。 

定員は90人、児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準を満たした０歳から５歳児の保

育室をはじめ、調理室、医務室、所庭を確保

し、認可保育所にならった施設整備を行うが、

過去２年間の状況から、１・２歳児を中心と

した歳児別の定員を考えている。保育内容、

給食についても、関係法令に基づき、保育環

境の充実に努める。 

 駐輪場、駐車場については、保護者が児童

を送迎する際に十分に活用できるスペースを

確保する。所庭は、既設のアスファルトの上

に盛り土をし、安全対策のために周りをフェ

ンスで囲む。 

待機児童保育室の職員配置は、どのような

想定をしているのか。 

保育士配置は公立保育所と同様に市基準の

対数配置を検討している。施設長、担任保育

士、用務員についても、公立保育所と同様の

配置が必要であり、施設長は市の正規職員を

配置したいと考えている。看護師配置は、児

童の安全管理、衛生管理などの確保のため、

常駐もしくは巡回での対応を検討中。 

待機児童保育室における保育計画について

はどのように考えているか。 

公立保育所と同様に保育指針を基本とし、

全体及び個別の保育計画を作成することが望

ましいと考えているが、「個別計画」について

は、児童の在籍期間が異なることから、どの

ような方法が可能か、今後検討する。 

待 機 児 童 保 育 室 の 保 育 料 は 、 一 律 月 額

31,500円だが、階層や年齢別など細分化を

してはどうか。 

現行の認可外保育施設運営支援事業との整

合性も踏まえ、基本保育料31,500円とした。

平成27年度に「子ども・子育て支援新制度」

施行となるが、新制度施行にあわせて考えて

いきたい。 

市は「茨木市保育所待機児童解消方針」を

策定したが、わずか１年で保育需要予測を修

正した。予測を低く見誤って現実に対応でき

ていないのではないか。特に保育需要率につ

いては、現段階でも予想が低すぎるから、適

切な数値に改善し、計画を立て行動に移すべ

きではないか。 

解消方針における保育需要率は、過去の保

育需要率の伸び率を基本に、０歳から２歳児

の国の想定率を参照しつつ、本市の幼稚園等

への就園率を勘案して見込んだもの。しかし

ながら、景気の低迷による共働き世帯の増加

や女性の社会進出などが進み、保育ニーズが

予想以上に高まったことから上方修正した。 

 「子ども・子育て支援事業計画」を策定す

るために、今年度末にニーズ調査を実施する。

今後の保育需要については、その結果を踏ま

え、改めて検証していく。 
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保育所待機児童実態調査アンケートを実施

されたが、国基準の待機児童数とそれ以外で

入所待ちをしている児童数、それらの合計数、

待機をすることで仕事を断った世帯の割合、

求職活動ができない世帯の割合はどうだった

か。 

25年４月時点での待機児童数は126人、国基

準以外は355人で合計481人となっている。仕

事を断った世帯の割合は14.9％、求職活動が

できない世帯の割合は41.2％であった。 
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議会での質疑（概要） 

【質問】 【答弁】 

◆平成25年３月定例会 

審議会を設置して検討するに至った理由

と、具体的な検討内容について。 

尐子高齢化が進む中、本市での高齢化率が

20％を超えた。一方、老人福祉センター利用

者の偏在化や老人クラブ入会者の伸び悩みな

ど、高齢者施策の見直しが必要となっている。

これらの課題に対応するため、審議会を設け、

高齢者施策を総合的かつ抜本的に検討するも

の。 

街かどデイハウスについて、現在の中学校

区ごとの整備だけではなく、小学校区ごとへ

の整備に関しての計画についての考えは。 

多くの高齢者が身近なところで街かどデイ

ハウスを利用できるよう中学校区への整備を

進めているが、小学校区への整備など、さら

なる取り組みについては、今後の高齢者施策

に係る審議会において、あり方を検討し、そ

の後、政策推進プランにおいても検討してい

きたい。 

老人福祉センター６か所、街かどデイハウ

スは10事業所あるが、地域を７圏域に分け、

どのように配備し、活用するか検討していく。 

街かどデイハウスの拡充は大変ありがたい

が、今後、街デイの手法をコミュニティビジ

ネスとして活用していけるのではないか。 

高齢者福祉の分野における地域課題を地域

住民が解決するという取り組みにおいて、街

かどデイハウスはその主体になり得る団体で

あると考える。街かどデイハウス事業の推進

に当たっては、コミュニティビジネスの視点

を踏まえ、支援していきたい。 

生きがいづくりや高齢者のネットワークの

構築に寄与される老人クラブの活性化はます

ます必要になってくると考えるが、老人クラ

ブの現状と課題、活性化のために何が必要と

考えるか。 

今後は、魅力ある老人クラブの実現に向け、

高齢者リーダーの養成講習事業を実施すると

ともに、審議会において高齢者施策の推進の

中で老人クラブの活性化も位置づけて検討し

ていく。 

すべての老人福祉センターを廃止して指定

管理者制度に移行する前に、市民サービス充

実を打ち出すべきではないか。 

老人福祉センターの運営は国の設置要綱で

メニューが決められていて、それに沿った事

業を推進している。民間の力を借りることに

より、いい意味でブレが生じることがある。 

 

高齢者施策の検討 
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審議会の設置について、地域や住民に根差

した市町村が取り組むべきミクロの部分をど

のように捉えているか。 

高齢者が意欲と能力に応じて、社会参加で

きる地域社会の実現を目指すことを目的に、

高齢者施策を総合的に再構築していく。 

審議会委員は、学識経験者、医療関係者、

福祉関係団体、市民代表等、幅広く高齢者ニ

ーズを反映していく。 

◆平成25年６月定例会 

老人福祉費の中でも大きな比率を占めてい

る老人福祉センターの運営について、どのぐ

らいの経費で、利用者１人当たりでは幾らか

かっているのか。また、このような状況であ

るなら、廃止を含めて検討すべきではないか

と考えているがどうか。 

平成23年度決算額 約１億3,600万円 

利用者１人当たり額 約６万8,000円 

60歳以上人口に占め

る割合 

約３％、2,000人 

＜老人福祉センターに関して＞ 

超高齢化社会を迎えるに当たっては、市域

全体で、また地域に密着した高齢者福祉施策

を展開しなければならない。高齢の方も元気

な人、介護が必要な人、介護予防が必要な人、

それぞれに施策が展開できるような形で進め

ていきたい。 

街かどデイハウスは老人福祉センター１か

所の運営費で各小学校区への整備も可能で

は。 

平成21年度から、街かどデイハウスは地域

の介護予防施設の拠点として位置づけられて

いる。今後の高齢者施策を推進する上で、身

近なところで健康づくりや介護予防に取り組

むことが必要であると考える。今後、審議会

の中で、街かどデイハウス事業の拡大につい

ても検討していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.kensakusystem.jp/ibaraki/cgi-bin3/GetText3.exe?yxoszj3yvv11hscic5/H250606A/56670/10/3/1/%98%56%90%6C%95%9F%8E%83%83%5A%83%93%83%5E%81%5B/0#hit2
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◆平成25年９月定例会 

高齢者施策の再構築について、審議会で議

論することに至った経過について。また、今

回の再構築について、担当課としての基本理

念と目指すべき方向について。 

これまで高齢者を弱者として施策を展開し

てきたことにより、現行の制度が高齢者の多

様なニーズからかい離している現象が見受け

られる。今回の再構築の基本的な考え方とし

て「高齢者は高齢者社会を支える貴重なマン

パワー」という発想を老人福祉センターのあ

り方をはじめ、関連するすべての施策に適用

し、元気で意欲ある高齢者に積極的に社会参

加していただくために、これまでの施策を再

構築し、効果的な支援になるよう組み替える。 

高齢者施策推進分科会専門部会に提示され

ている担当課の提案では、老人福祉センター

の再構築案として、老人福祉センターを廃止

し、街かどデイハウス等で吸収となっている

が、老人福祉センターはつぶしてしまうのか。

また、街かどデイハウスを市域20か所に整備

というのは、現在の10か所プラス20か所と

いうことか。 

廃止というのは、機能を組み替えて高齢者

のための施設として運営していくというこ

と。街かどデイハウスは小学校区を基本に考

えるが、当面は20か所に整備を進める。 
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議会での質疑（概要） 議会での質疑（概要） 

 

【質問】 【答弁】 

◆平成25年３月定例会 代表質問 

立命館大学への市の支援、共同事業実施、

共同利用施設運営に関する方策について。 

開学に向かっての取り組みは、おのおのが

責任を持って協議し、進めていくものである。 

立命館大学との夢あふれる協働とは。 市民、事業者、関係団体等からは大学が来

てよかったと、また、大学からは開学してよ

かったと思われるような連携協働を推進した

い。 

立命館大学支援等に対しての投資的関連経

費、一般財源の市負担分の見通しは。 

関連事業負担額は39億円である。 

ＪＲ茨木駅、阪急南茨木駅、モノレール宇

野辺駅からのアクセス整備は。 

ＪＲ茨木駅東口の再整備に着手する。アク

セス整備は、市道の歩道整備、ＪＲ軌道敷沿

いの歩行者専用道路、西中条奈良線の整備を

行う。阪急南茨木駅、モノレール宇野辺駅か

らは、中央環状線北側の自転車歩行者道の延

伸、下穂積第二歩道橋の改修を行う。 

ＪＲ茨木駅ホームの延伸や新しい改札口の

設置はどうか。 

多額の事業費が必要なことや人員配置など

の課題から困難と聞いているが、引き続きＪ

Ｒと協議検討する。 

開学に当たっての経済効果や市内団体との

連携、仕掛けづくりはどうか。 

大学建設などの一時的なものを除く経済効

果は運営経費、消費支出等で約110億円と想定

される。連携については産学連携協定に基づ

き、開学前から市民や事業所、各種団体等と、

顔の見える関係が築けるよう大学とともに仕

掛けや機会づくりを行っていく。 

 

立命館大学に関する周辺環境の整備 
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◆平成25年３月定例会 一般会計予算質疑 

ＪＲ茨木駅東口の現状認識と今後の展望、

西口再整備の基本構想の調査実施状況と現状

認識、今後の展望は。 

東口についてはバリアフリー化が十分でな

いこと、待機タクシーの路上駐車、一般車の

寄り付きスペースがないことなどが課題であ

る。これらの課題解決とともに、学生の増加

を考慮し、駅及び駅周辺の歩行者動線の円滑

化、交通広場としての機能向上と交流広場と

しての待ち合いや活気ある空間整備を行うた

め、平成25年秋から整備に着手し、開学時に

は一定の整備を終える予定である。西口周辺

の調査については、さまざまな課題解決とと

もに、立命館大学開校や東口広場改良との整

合を図る必要があるので、今年度、基本構想

策定に着手している。現在、西口周辺の現況

や課題等を整理し、公共用地範囲内での構想

案、駅前ビル等の民間用地を含めた範囲での

構想案、それぞれ数案ずつ作成し、事業手法

や事業化に向けた課題整理を進めている。課

題としてはバリアフリー化、通過交通による

駅前広場の分断、デッキ等公共施設の老朽化、

にぎわいの低迷である。今年度作成の数案の

基本構想案をもとに、課題解決へ向け、来年

度から地元及び関係機関と調整に入り、方向

を定めていく。 

ＪＲ茨木駅西口整備のタイムスケジュール

はどのようになっているのか。 

来年度から整備内容と手法の方向性を関係

者と調整しながら進めていく予定であり、着

手、完成時期は未定である。 

喫緊の課題であるバスターミナルとのアク

セスやバリアフリー化は再整備と同じスケジ

ュールで行うのか。 

警察と協議中であるが、安全性確保の面か

ら課題が指摘されている。今後も課題解決の

ために警察と十分協議して進めたい。 

西口デッキに接続しているマンションやエ

キスポロード沿いの店舗、近隣自治会などと

の協議はどうなっているのか。 

マンションの居住者との協議については、

既に管理組合からの申し入れにより、出前講

座を行って意見交換や情報提供を行ってい

る。来年度から具体的な検討を行う中で、密

に調整を行っていく。店舗や近隣自治会との

協議の進め方については具体的な検討は行っ

ていない。駅周辺整備の影響範囲を勘案し、

関係者で勉強会等を設置することも一例と考

える。 
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再整備にはプランナーなどの活用も必要な

のではないか。 

市民や働く人、訪れる人が交流できる空間

形成を進めるとともに、大学や商工会議所、

地域住民とのネットワークをつくり、広げる

仕組みを構築することが必要と考えており、

必要に応じて専門家等のアドバイスをいただ

きながら進めたい。 

立命館の大学生たちが本市にとどまっても

らえるような解決策について、学生も交えた

プロジェクトチームをつくって対応してはど

うか。 

大学からは、学生も含め、地域に愛され、

地域とともに発展していく大学としていきた

いと聞いており、市としても大学、学生との

プロジェクト的なものについても今後検討し

ていきたい。 

大学内部の動向についての市の認識と見解

はどうか。 

平成27年にいばらきキャンパスを開設して

経営学部、政策科学部を移転させるというの

は大学として正式に決定されたものであり、

計画どおり進むものと考えている。 

支援方策の具体化の現状において、施設整

備を含む事業費総額と市負担額はどうか。 

事業費総額は約108億円、市負担額は約52億

円である。 

市街地整備施設建設負担金について、市の

負担分30億円の根拠は何か。 

建設費の1／2以内、かつ30億円を上限とす

るものであり、社会資本整備総合交付金の活

用により、財政負担の軽減を図っていく。 

施設整備を含む事業費市負担額の財源状

況、各事業の進捗状況と周辺都市計画道路の

事業費市負担額、進捗状況はどうなっている

のか。 

防災公園事業については、都市公園事業費

補助を活用して用地費の1／3、工事費の1／2

に国費を充当する。市街地整備事業及び駅前

広場を含む歩道等関連道路整備事業では、社

会資本整備総合交付金を活用し、市負担額の 

1／2の国費充当を予定している。防災公園整

備事業及び市街地整備事業においては、26年

度に用地取得を行い、駅前広場を含む歩道等

関連道路事業においては大学敷地内に整備す

る市道岩倉２号線について、現在、造成工事

と擁壁工事を実施している。その他の道路に

ついては設計中であり、大学の開校にあわせ

て、順次整備していく。都市計画道路につい

ては茨木松ケ本線は平成29年度、西中条奈良

線については平成27年度の供用開始を予定し

ている。 

市民開放施設の市民利用についての協議進

捗状況と駅舎改造計画についてのＪＲ西日本

との協議状況はどうか。 

市民開放施設については大学の総合企画部

を窓口として協議調整を進めている。各施設

の市民利用についての詳細は開学１年前頃の

決定を予定している。駅舎改造計画について

は内外のエスカレーターの設置等、協議中で

あり、時期や負担割合などは未定である。 
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立命館大学が来るという状況において駅前

通りと茨木鮎川線を一方通行化し、大胆な街

づくりを検討すべきではないか。 

現在の幅員を活用して環状道路ネットワー

ク構築を考えているが、沿道の商業者、住民

に理解してもらう必要がある。 

ＪＲ西口の乱横断の実態把握について。  

調査時期 時間帯 駅からバス バスから駅 合計 

H25.5調査 
AM7:00～AM9:00 468人 163人 631人 

PM5:00～PM7:00 417人 15人 432人 

H21.3調査 AM7:00～PM7:00 1072人 423人 1495人 
 

大学への学生の流れの分散のためＪＲにど

のような要請をされたのか。 

ＪＲからは、現在の施設の中で増加に対応

できると聞いている。 

利用人数の増加に合わせた、そのような時

間帯での対応はどうか。 

東口に新しいデッキを設ける。また、ラッ

チという改札口を増設できないか協議中であ

る。 

三菱東京ＵＦＪ銀行前の信号と連動する形

で歩行者用の信号機設置も協議してほしいが

どうか。 

難しいとのことだが、引き続き協議してい

きたい。 

茨木郵便局前の歩道橋を横断歩道にしては

いかがか。 

車の左折時に横断歩行者待ちによる渋滞が

発生するとの懸念から協議が調っていない。

市民の利便性から考え、引き続き府に要望し

ていきたい。 

◆平成25年６月定例会 不動産取得、貸付に関する質疑 

大学はサッポロビールから12万㎡を約

190億円、平米当たり約15.9万円で購入した

と聞いているがどうか。 

土地の面積、価格についてはそのとおりで

ある。 

 当時の大学の常務理事がこのうち３万㎡を

30億円、平米当たり約10万円で取得したと

発言している。この発言の有無について大学

に確認すべきではないか。 

大学は全体敷地を一括して購入されてお

り、その部分だけ安いということはない。全

体を190億円で購入したのは間違いないので、

確認する必要はないと考える。 

 大学が30億円で購入した３万㎡は24年度

末に約51.9億円で都市再生機構に処分され

た。事実であれば、２年で20億円も利益を得

たことになる。この疑問に大学も茨木市も説

明義務があるのではないか。 

都市再生機構の土地鑑定評価に基づき単価

の決定がなされたと聞いている。取得価格の

違いについては広大地の補正がなされている

こと、都市再生機構が取得した土地について

はＪＲ茨木駅に近く利便性が高いこと、都市

計画道路に二面接した東南角地にあることな

どから差が生じたものと考えており、売却益

が出たとは考えていない。 
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都市再生機構からの取得価格は市民開放施

設用地で平米当たり約17万8,000円、防災公

園用地は平米当たり約18万8,000円、合計

54.9億円となる。この差についてはどうか。

また、直近の市道西中条奈良線道路用地の平

米当たり取得価格はいくらか。 

その差については防災公園の取得は都市再

生機構が公園整備等の費用を上乗せした価格

で市が引き取ることになっているからで、土

地単価そのものに差はない。直近の土地取得

価格は平米当たり約24万5,000円である。 

無償貸付の契約書案の主な条文と内容はど

うか。目的に担保を明記すべきではないか。 

使用貸借契約の案においては目的の物件、

市民開放施設等に供するというような使用目

的、期間、禁止事項、契約の解除、原状回復

義務等について締結する予定である。 

無償貸付の期間はどのくらいか。 契約の期間は60年である。 

社会資本総合整備計画では産官学民交流セ

ンターという言葉になっている施設の年間市

民利用者目標数が3,000人となっているが、

その根拠は。また、大学を含めた全体の利用

者目標数はどうか。 

3,000人については、施設の内容等がはっき

りしていない段階で一定の想定をしたもの

で、具体的な協議をしていく中で、これ以上

の利用が見込まれると考えているし、そのよ

うな利用が図られるような施設として協議し

ていきたいと考えている。 

地方自治法第96条の議決要件を活用する

理由は何か。 

無償貸付を行う目的や相手において、財産

の交換、譲与、無償貸付等に関する条例第４

条で規定する範疇よりも広いと判断したから

である。 

どのような市民サービスがあるから無償貸

付にふさわしいと判断したのか。 

劇場型と平土間型のホール、図書館、産学

連携施設というような施設を利用して市民等

の多様な活動や交流が行われる施設というこ

とになる。これが担保されるよう確認書で建

物に設置する施設の内容、各施設の市民利用

の方針、一般外部の利用者より市民が低額で

利用できること、利用予約の調整などを規定

している。 

施設の建設とランニングコスト、この土地

の価格、無償で60年にわたって貸すというこ

との比較を何か根拠として示してもらえるの

か。 

施設の供用可能な年数が建築工学上60年と

見込まれている。長期契約とすることでイニ

シャルコスト分の使用料金ができるだけ小さ

くなる。ランニングコストについては毎年出

てくるので、イニシャルコスト分の単価を下

げることを想定して60年という形で契約予定

であるが、市が一定の支援をしているのでよ

り低廉な価格で料金設定ができると考えてい

る。 
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リスク管理も考えた上で60年ということ

を提案しているのか。 

立命館大学が施設や土地を使わない場合に

は通常の契約と同様、原状回復義務という形

で契約条文に定めることになると考える。た

だ、ホール等は今後も市の施設として使える

可能性があるため、そのまま使うとすれば協

議をするというような内容を契約書の中に定

め、そのような場合に備えているということ

である。 

◆平成25年６月定例会 一般質問 

大型プロジェクト事業の平成25年度以降

の事業費総額、財源とする市債発行額、償還

額、償還時期の見込みはどうか。 

現時点での事業費と国庫補助金を除いた市

負担額は、立命館大学開学支援で事業費97億

円、市負担額45億円である。その財源として

の市債は借入総額95億円、後年度償還額は平

成49年度までで120億円と推定している。 

複数の大型プロジェクトを動線で結び、民

間等の活力を促す、参入しやすい環境を構築

することが重要だが、どのような動線や効果

を想定しているのか。 

現在進めているプロジェクトは多くの人や

新しい機能を本市に呼び込むもので、定量的、

定性的の両面で大きな効果がある。これらの

プロジェクトに必要な公共投資は目的や機能

が十分発揮できるよう、また、新たに生まれ

る需要を支えるものとして進めているもので

あり、加えて、社会基盤整備を図ることで民

間投資を促進し、都市活力の増進につながる

ものである。これらプロジェクト間の機能連

絡や市民活動、事業活動等の連携を強めて、

単独ではなく相乗的な効果を発揮できるよ

う、ネットワークとなる道路等の整備だけで

なく、交流促進という面でのソフトの施策も

進めながらプロジェクトの推進に取り組んで

いきたい。 

ＪＲ茨木東口駅前広場は具体的にどのよう

に変わるのか。 

駅前広場からデッキへのエスカレーターの

設置、広場部分については分散しているバス

停を集約する。また、駅への一般車の寄り付

きスペースを確保して交通環境の改善を図

る。さらに、新設予定のデッキについても多

くの人が集うスペースを設け、交流空間とし

てのシンボル的な場所となるように計画を進

めていく。 

駅改札の中についての対策は。 乗降客の利便性向上のため、プラットホー

ムからのエスカレーター設置を中心にＪＲと

協議調整を進める。 
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万博公園内のガンバスタジアム、アウトレ

ット、そして立命館、これらを市の発展にど

のように生かしていくのか。 

学生をはじめ多くの人がＪＲ茨木駅、阪急

茨木市駅、モノレールといった交通を利用す

る。新たな人の流れを本市のにぎわいづくり

にどう生かしていくか、活性化にどうつなげ

ていくのかが非常に重要な課題になる。策定

中の総合交通戦略においてもこれらの対応に

ついて検討し、交通結節点等の強化や駅前広

場の再整備、商業活性化施策などについても

取り組んでいきたい。 

歴史的な視点である21世紀のデザインビ

ジョンについての市の見解は。 

20世紀後半頃から社会全体が変化をしてい

くことが指摘されていた。このような都市の

形成を目指して取り組まれているというのが

世界各国の動きである。立命館大学は人の能

力やネットワークがこれまで以上に重要とさ

れている都市に必要な知的拠点となり得る。 

行政とＪＲのエスカレーター設置協議、内

容、時期、費用負担についてはどうか。 

東口に整備するデッキ部分には開学にあわ

せて駅前広場からエスカレーターを設置す

る。駅中についてはＪＲと協議中で、整備内

容や費用は未定であり、時期も開学後にずれ

込む見込みである。西口側のエスカレーター

については、昨年度から取り組んでいる基本

構想案をもとに協議していく。 

立命館大学施設全体の建築確認申請が提出

される時期はいつごろか。 

６月中旬頃に民間の建築確認検査機構に申

請予定と聞いている。 

社会資本総合整備計画の１回目の提出時期

は。今後は計画協議段階でも答弁すべきでは

ないか。 

平成23年３月である。今後、国との協議を

終えた後、市のホームページに掲載し、公表

していく。 

間接補助の防災公園と直接補助の本計画に

よる事業別の茨木市の経費負担内容について

はどうか。 

国庫補助金の動向等が未確定であり、現時

点での予測数字 

事業費総額 
約97億円 

(うち市負担約45億円) 

内 

訳 

岩倉公園整備 
約24億円 

(うち市負担約17億円) 

市街地整備事業 
約57億円 

(うち市負担約20億円) 

駅前広場を含む

歩道等関連道路

整備事業 

約16億円 

(うち市負担約８億円) 
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立命館大学の茨木開学の経過の概要について 

 

時 期 出  来  事 

１９．５．３１ サッポロビール㈱大阪工場の閉鎖を発表 

２０．３．３１ サッポロビール㈱大阪工場閉鎖 

２０．８ 京都新聞が立命館大学移転構想を報道 

２２．１１．１６ 
立命館大学大阪いばらき新キャンパス用地売買契約締結 

（121,891㎡を190億円で取得） 

２３．１２．２０ 

立命館大学大阪いばらき新キャンパス設置に関わる基本協定書 

（キャンパス開設時期を27年４月、経営学部、政策科学部、関係大学院、そ

の他関連研究科を移転、茨木市の支援等を内容とする。） 

    〃 
立命館大学大阪いばらき新キャンパス設置に関わる基本協定書に基づく覚書 

（茨木市が実施する事業、市民開放施設、関連公共工事等を内容とする。） 

２４．３．２７ 
茨木市岩倉町地区防災公園街区整備事業に関する基本協定書（茨木市、都市

再生機構） 

２４．７．３０ 都市再生機構が立命館大学から防災公園用地を取得 

２４．９．６ 
茨木市立命館大学岩倉町地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例制定 

２５．３．５ 
立命館大学大阪新キャンパス設置に関わる基本協定書に関する覚書 

（市民開放施設の市民利用、茨木市の財政支援額等を内容とする。） 

２５．４ 周辺住民への説明会（立命館＋茨木市） 

２５．６．６ 

議会議決 

（市街地整備部分の都市再生機構からの取得、その用地の立命館大学への無

償貸付） 

２５．６．２７ 

土地譲渡契約（茨木市、都市再生機構） 

（教育研究及び市民利用に供する大学施設並びに設備整備用地として15,000

㎡を茨木市に譲渡） 

２５．６．２８ 

立命館大学大阪いばらき新キャンパス土地使用貸借契約書 

（教育研究及び市民利用に供する大学施設並びに設備整備用地として15,000

㎡を立命館大学に無償貸付） 

２５．６．２９ 立命館大学大阪いばらき新キャンパス市民説明会 

２５．７．１０ 立命館大学大阪いばらき新キャンパス起工式 

２７．４．１ 立命館大学大阪いばらき新キャンパス開学 （予定） 

 

 


